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1. 本書の概要
本書は，関西大学の平成 8年度「重点領域研究」の「21世紀の大学・企
業・社会」班の研究成果である。その内容は，タイトルにあるように，「21
世紀」，「大学」，「企業」，「社会」に関する諸論点に関して，その分野のト
ップ・レベルの研究者の論稿が掲載されている。以下の目次からもわかる
ように，全体は 8章から構成されているが，前の 2つの章は，世紀の転換
点に立っている「現代」と，「21世紀」の大学・企業・社会を展望するにあ
たっての全般的かつ理論的問題を扱った論稿であるのにたいして，残りの
6章では21世紀をひかえての「イノベーション」，「社会保険」，「行政部門
の情報」，「大学の意思決定」，「労働組合」，「日本の企業」にまつわる諸論
点が各論的に展開されているといえる。その目次を示すとつぎのとおりで
ある。
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はしがき
第 1章 21世紀の大学・企業・社会を展望して（大橋昭一）
1. まえがき
2. 技術と労働
3. 「労働における二重社会」の出現ーゴルツの所論に関連して一
4. 大学・企業・社会
5. 再帰的近代化の進行ーまとめにかえて一
第2章現代日本社会の自己認識ー現代社会論の射程ー（岩見和彦）
1. 「不確実性」の時代
2. 現代社会は「00社会」である
3. 「個人化」の徹底と社会の抽象化
4. 高度「消費化」社会の論理
5. 「情報化」と生活世界の変容
6. 現代H本社会の自己観察
7. 共生システム社会の模索
第3章経済社会システム改革とナショナル・システムズ・オプ・イノベ
ーション論（廣田俊郎）
1. 序
2. NSI論の要素概念としての「イノベーション」と「システム，制
度」
(1)イノベーションの意義と特質 (2)システムと制度
3. NSI論の先行者
(1)フリードリッヒ・リスト (2)日本への影響
4. ナショナル・システムズ・オプ・イノベーション論の諸説
(1)フリーマンのテクノ・エコノミック・パラダイム変化と NSI
(2)ルンドバルによる相互作用的学習と NSI
(3)ネルソンによる NSIの国際比較
5. NSI論の諸課題
第4章超高齢社会における社会保険のあり方（一圃光禰）
1. はじめに
2. 社会保障組織のあり方
3. 財源調達システムのあり方
4. むすぴ
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第 5章 公的部門における情報化の問題（岡本哲和）
はじめに
1. 情報化のインパクト？
2. 我が国における行政情報化の指針
3. 情報化に関わる具体的措置
(1)社会環境から政府への情報の入力
(2)政府内部における情報の流通
(3)政府から社会環境への情報の出力
4. おわりに代えて一情報化が公的部門に及ぽす影響とその評価一
第 6章 大学における意思決定の構造変容と課題
ー大学改革の中の大学自治と外部決定をめぐって一（岡村達雄）
1. 問題の所在
2. 大学における意思決定ー外部決定としての大学行政の展開
(1)大学における外部決定 (2)戦後大学改革と大学基準
(3)大学政策と大学自治
3. 大学における意思決定ー大学審議会と意思決定の構造変容
(1)大学審議会設置と大学自治基盤の変容
(2)大学審議会という大学改革方式について
(3)意思決定論と外部決定構造をめぐる問題の所在
第 7章 労働組合運動と経営の民主化（奥田幸助）
はじめに
1. アメリカにおける民主的労使関係
(1)無形財産としての力 (2)労働の組織化 (3)適正性
(4)当事者主導 (5)代表民主制と階級パートナーシップ
2. 占領下における労働組合運動
(1)極東委員会「H本労働組合に関する原則」 16項目
(2)労働組合法 (3)生産管理闘争 (4)経営協議会
3. 民主的企業体制と制度経営学
(1)企業と産業への制度論的アプローチ (2)「企業経営の民主化」
の提唱
4. 結ぴ
第 8章 日本企業の現状と展望（大橋昭一）
1. 日本企業の現状
100 (100) 第 44巻第 1 号
2. 企業経営の動向
3. 製造業と非製造業
4. 大企業と中小企業
5. 日本的経営の展望ーあとがきにかえて一
2. 各章の要約
第1章「21世紀の大学・企業・社会を展望して」（大橋昭一）では，今後
の大学・企業・社会を展望するにあたり，「人間が主体的人間として，尊厳
ある存在として，つまり何か他のものの手段や用具としてではなく，それ
自体が目的として扱われる」視点から論述するという著者の基本的立場が
表明される。
つぎに，企業における労働の管理方式の発展について，作業の機械化，
テイラーの作業の管理化といった「熟練の移転」から，フォードの流れ作
業システム，行動科学に基づく職務拡大・職務充実などについて回顧した
あと，コンピュータ・情報技術，さらには人工知能の発展・進歩のもとで
の，労働・管理のあり方が考察される。すなわち，情報技術・人工知能の
発展は，人間の頭脳作業・精神労働の機械への移転を意味するが，情報に
接近し情報を多く持ちえることは，人や物への支配を容易にし，情報所有
者による行動とコントロールの範囲を拡大するという指摘がなされる。だ
が，人工知能の発展は，これが人間の頭脳に完全に代置するものでなく，
人間は常に人工知能より一歩前を進むものであろうし，他方で人工知能は，
一定の状況で学習は可能であっても，人間のように個性的多様性をもちえ
ないのではないか，という著者の見解が表明される。
3節の「『労働における二重社会』の出現」では，生産技術の発展により，
生産や経済活動に向けられる労働の意義と労働時間が低下するのにたいし
て，人間の自己ために向けられる労働の意義と労働時間が増大するという
A. ゴルツの所論が紹介される。彼によれば，今日では，企業での労働の
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意義が減少し，労働者は企業に自己のアイデンテイティを求めることが困
難となっているのにたいして，ボランティア活動など自己の人間性の発露
としての労働の意義が増大してきている。こうなると，企業労働と企業外
労働の二重性と，企業労働内でのフルタイム労働とパートタイム労働の二
重性が生まれる。この労働の二重社会では，教育の役割が重要になるとい
うのが著者の主張である。なぜなら，企業におけるフルタイム労働者にあ
っては，昇進をめぐる激しい競争があるため，所定の企業内教育を超えて
新しい科学や技術を身につけたいという学習意欲があり，他方パートタイ
ム労動者や企業外の人々も，企業から受ける教育以外に高い能力を身につ
けたいという学習意欲を持つからである。この労働者の学習・教育機会の
進展により社会の流動化は促進され，実力主義が広まり，また教育・学習
意欲がさらに高まる傾向が強まるというのが， 21世紀の労働に関する著者
の展望である。
4節の「大学・企業・社会」では，まず，英国のプレア首相が提唱した
「利害関係者資本主義 (stakeholdercapitalism)」をめぐって，雑誌『The
Economist』などが書いた，資本主義を，従来の「株主資本主義(shareholder
capitalism)」と「利害関係者資本主義」に区別し，前者をアメリカ・イギリ
ス型とし，後者をドイツ・日本型とする主張が紹介される。最近の論調で
は，アメリカ・イギリスの経済の好調と日本・ドイツの経済の不調から，
利害関係者資本主義を推進するのは誤りでないのかの見解があるが，著者
の大橋は，大企業の社会的責任は今後ますます増大するから，株主の私的
利益の観点からのみの運営は許されないと主張している。企業は，地球環
境を考慮し，安全な製品を製造しなければならず，企業活動は社会性を要
求されるというのが，著者の主張である。最近の経営学分野で盛んに論議
されているコーポレート・ガバナンス論の多数意見も，大橋の見解の側に
あるように思われる。
つぎに，大学について，知的活動や教育の基地として，その役割はます
ます増大しているが，その役割を経済的側面からみると， 2つの見解があ
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ることが指摘される。第 1は，大学が人々の職業上の能力を高めるための
ものと位置付け，大学進学を機械や設備への投下資本と同様と考え，こう
した投資によって得られた人的能力の蓄積を「人的資本 (humancapital)」
とする立場。第2は，大学卒業資格・証明書を得て大学非進学者と異なる
という効用を得るためのものとする立場で，後者のこの大学の機能は，シ
グナリング (signaling)ないしスクリーニング (screening)と呼ばれると
いう。いずれにしろ，経済領城だけでなく人間の活動領域において，将来，
人間の知的能力の果たす役割が多くなり，物的資本よりは人的資本の果実
が大きくなり，企業だけでなく人間の活動では，戦略的計画より戦略的学
習が重要になるであろうと展望されている。
最終の 5節では，この章のまとめとして「再帰的近代化の進行」という
ことが論じられる。「再帰的近代化」とは，ベック (Beck,U.), ラッシュ
(Lash, S.), ギンデス (Giddens,A.)等によって唱えられた概念で，近代
化（古い近代化）は， 自己を否定する近代化（新しい近代化）を生みだす
こと，すなわち「近代化の近代化」を意味する。著者は，ベックの主張を
引用して，この理論は，「近現代社会の近代化がより一層進展すれば進展す
るほど，産業社会の基盤はますます解体され，浪費され，変化を被り，危
機にさらされていく」（モダニティの再帰性理論）ことを意味するが，それ
は「社会の近代化が進めば進むほど，行為の担い手（主体）がみずからの
存在の社会的諸条件に省察を加え，こうした省察によってその条件を変え
る能力を獲得していくようになる」こと（モダイニティの省察理論）を含
むと説明している。しかし，産業社会の解体の諸条件がすべて省察される
わけでなく省察からもれ解体が進行することもあるが，重要なことは，「再
帰的モダニティのなかで個人がますます構造から自由になる」ことである。
したがって，この理論したがえば，人間がより自立的になり，主体化可能
であれば，社会の諸条件に省察をくわえ社会の再創造の可能性は強くなり，
この自立的個人の集団・共同体による社会の再創造こそが21世紀の課題と
なる， というのがこの章の結ぴである。
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第2章「現代日本社会の自己認識ー現代社会論の射程ー」（岩見和彦）は，
「近代」の達成により「豊かさ」が得られたにもかかわらず，現代社会の
システムは方向性とビジョンを失っているので，21世紀を構想するために，
現代社会論の諸論点を考察するという課題を設定している。最初の「『不確
実性」の時代」と「現代社会は『00社会』である」の 2つの節では，ま
ず，近代の再帰性が，モダニティの結果に省察をくわえ新しい情報や知識
によりそれを改善していくことを意味するのであるから，現代社会の性格
について，近代が産みだした伝統，理性，知識，制度にたいする「確信」
が揺らいでいる「不確実な時代」と特徴づける。つぎに，著者が大学で日
常的に接している約200人の学生へのアンケート結果から，大学生の現代社
会へのイメージは決して貧困ではないとしてつぎのように把握する。「『個
人化』，『消費化』，『情報化』が急速に進行する社会にあって，彼ら／彼女
らは期待よりはむしろ不安を抱き，自由への渇望よりも規範の回復，社会
システムの発展よりも自己認識の確かさを求めている」。「再帰性」という
概念が多くの社会理論家によって注目されるのは，底知れぬ不安を生みだ
し，暴走を制御しなくてはという思いを抱かせ，自分自身へと問が投げ返
されてくるという現代の社会のありようだからであり，まさにアンケート
による，学生の現代社会へのイメージの内容も再帰性概念そのもであると
いうわけである。
つぎの 3節から 7節までは，現代を特徴づける諸論点について，現代社
会論を紹介しながら論述している。「『個人化』の徹底と社会の抽象化」で
は，先のラッシュに依拠し，人間社会の発展が，①個人の無い共同体の習
慣によって編成された伝統社会，②共同体から解放されながらゲゼルシャ
フトの利害によって編成された近代社会，③近代社会の不十分な「個人化」
の過程が徹底されようとする現代社会，の 3段階をへることが紹介される。
ラッシュは，個人化の徹底が社会変動の原動力だとしているが，それでは
社会組織が海をこえてグローバルに展開されますます抽象的となり不確実
になっているときに，この個人は社会をどのように捉えたらよいというの
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だろうかと問い， 4節と 5節で「高度『消費化』社会の論理」と「『情報化』
と生活世界の変容」について論及される。
著者の岩見は，ポストモダンの現代社会はなかなか捉えどころなく，巨
大システムに翻弄される自我信仰を志向する「私民」で充満した社会であ
るという。なぜなら，大量生産・大量消費の産業社会は，「大衆」を生みだ
し大衆化された個人に産業社会の文化的欲望をおしつけ，ますます生産消
費の量的拡大をはかる社会だからである。そこでは，たとえば多くの若者
にとっては，「社会」は自分の外にあって手段として利用すぺきマーケット
やメディアの総称にすぎず，社会（性）が内側に取り込まれるのは消費を
通じてでしかない。しかも．その個性化も消費を通じてヨコ（みじかの同
世代）からの差異への関心であって，「大人にならなければならない」とい
うタテ（成熟）への関心が意識されない。ある社会学者は，こうした自己
都合の世界を構築し，自分の選択した情報のみを信ずる人たちを「カプセ
ル人間」と呼んでいると指摘している。こうして，岩見は，いまの若者た
ちの不幸は．高度消費化社会に対抗する別のカルチャーを作り出すことの
困難な時代性にあり，かれらの欲しがっている社会的成熟は，大人の世代
が語った社会的成熟とは，異なった道すじであろうとしている。
さらに，情報化は，「ポケベル・ケイタイ主義」，「バーチャル・リアリテ
ィー」に象徴される「電子メディア」の社会状況をつくりだし，自己と他
者とのコミュニケーションの態様を含めてこれまでの文化のあり方を大き
く変化させている。「電子メディア」「メディア革命」の影響を強く受け，
自己は求心力を失い拡散，脱中心化していくのにたいして，その意識部分
を担当する自我は自己の円心化に抗しきれず，それに翻弄され宙づり状態
になる。まさに迷子の状態でこうした実感が現代の心に棲みついていると
いうのである。
こうしたカオスの社会状況で，現代日本社会を観察してみると（「6.現
代日本社会の自己観察」），阪神・淡路大震災， (1995年1月178),地下鉄
サリン事件．（同年3月208),神戸市連続児童殺傷事件 (1997年）などの
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事件が起きている。特に大地震は， 日本という社会の見えにくくなってい
た実態やシステムの脆弱性を露呈させた。著者は，現代の都市生活者が，
かかわりの煩わしさ・プライバシーの侵犯から逃れるために「地」を疎ん
じ「地上」に足をつけず暮らすことに慣れ，住むことじたいが「共生＝互
助のシステムヘの参加」であることを忘却していることの恐ろしさを指摘
している。自然災害にたいしては，機能が麻痺する恐れのある近代化的シ
ステムよりも，裸で索朴で無限定な人間の力量＝資源の発言・稼働が必須
であるというのである。ほかの二つの事件も，近代の生みだした個人化，
消費化，情報化のなかでの自己信仰のなかで発生しており，それらは， 日
本社会のシステムの貧弱さとそこに生きる「私たち」の学問をふくめての
「生」が貧弱であるからだとしている。
それでは， 21世紀に向けて日本の社会はどこに進むべきか。著者の岩見
によれば，現代社会の理論的研究は，種々のアイディアを並列させるだけ
で，現実の複雑さの解明に十分な知力を発揮していない。とはいえ，この
知的闘いを放棄してはならない。岩見は，最終の 7節で「共生システム社
会の模索」を設定し，再帰性が現代社会の宿命なのだから，「歴史のなかで
編み継がれてきたいくつものく物語〉を検証し，成熟させていくべきもの
と乗り越えるべきものを見定め，……知的検証を重ねながら，新しい『個
体の共生システム』を構想・模索すること。これこそが，現代人， 21世紀
の大学の必須の課題なのである」という言葉で結んでいる。
第3章「経済社会システム改革とナショナル・システムズ・オプ・イノ
ベーション論」（廣田俊郎）は， 21世紀の経済社会システムを考えるうえで
の準拠枠の可能性について検討している。廣田がその準拠枠の可能性の一
つとして検討しようとする， NationalSystems of Innovation (NSI) と
は， C. フリーマン， A.ルンドバル， R.ネルソンらによって主張され
た概念で，国民経済において革新が生みだされ普及されていくプロセスに
焦点をあて，そのプロセスを可能にする国民経済的なシステム（制度）の
ことである。イノベーション（革新）とは，社会のニーズにより物を発明・
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生産する製品革新，さらに既存製品の品質とコスト低減のための工程革新
であることについては， W.アバナシーの提唱以来よく知られているが，
廣田は，これら二つの革新がより効果的に実現するように社会の仕組を変
える意味をもつシステム革新も革新のカテゴリーに入れるべきと主張す
る。
ところで，このイノベーションには，科学的発見→技術的応用商品化→
という直線的（リニアー）革新と，種々の科学的発見や技術的応用など多
くの研究者の知識の相互作用から生ずる非直線的（ノンリニア）な革新が
ある。特にこの非直線的革新を推進するには，特許法，紛争の解決の方式
など各種の諸制度が必要であり，ここで検討する NSIこそが，その国のイ
ノベーションの成果やあり方を決めるというのである。学史的には， NSI
論の先行者は「ナショナル・システム」という言葉を最初に使用したフリ
ードリッヒ・リストであるが，彼は， A.スミスが価値の創造を人間労働
としたのにたいして，価値の創造には共同の目的ために人間労働だけでな
く生産力も必要であると主張した。リストは，さらに自国産業の育成のた
めに保護貿易主義を，さらに国家の産業基盤の整備の必要性も主張した。
廣田によると，こうした思想は，日本の明治時代の殖産興業政策にも活用・
採用されたこと，さらに日本的経営のひとつである国家が産業・企業を育
成するという政策も，つきつめればリストの思想に起源があるということ
になる。
4節では，さきにあげたフリーマン，ルンドバル，ネルソンの NSI論の
内容が紹介される。フリーマンは， NSIを政府の役割を強調し，「新しい技
術を開始し，輸入し，修正し，普及させるような私的・公的セクターにお
ける諸制度のネットワーク」としていること。ルンドバルは，メーカーと
供給業者，ューザーとメーカー間などでの相互学習よる革新を考えており，
これを促進するには，「組織された市場」が必要としていること。ネルソン
NSI論は，アメリカを想定して市場競争を通じたイノベーションの展開を
推進するシステムという視点を持ち，その視点から， 日本， ドイツ，イギ
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リス，フランス，イタリーの NSIがとりあげられ比較されていると指摘さ
れる。しかも，ネルソンは，その比較から，ある国は他国の方式を移植し
ようとする動きがあり，またある国は自国の方式を正当化し他国の方式を
非合法などと批判する動きがあることを提示しているということである。
最後に，廣田は， NSI論の研究にあたりさらに解明すべき課題として，
つぎの 3点をあげている。①アメリカのシステムのビジョンが市場原理を
反映しているように，各国のシステムのビジョンと NSIとの関係の解明，
②グローパル化の動きのナショナル・システムの構築への影響と，ローカ
ルとナショナルな関係の解明，③いったん形成された慣行や標準をもつナ
ショナルなシステムは，複雑なフィードバック群が作用し，なかなか変更
しがたい傾向をもつが， 21世紀の経済システムを考えるにあたって，この
複雑性を分析し解明するという課題，がそれである。
第4章「超高齢社会における社会保険のあり方」（一圏光禰）では，タイ
トルが示すように来年2000年に65歳以上の人口比率がスエーデンなみの
17.2%に達し， 2050年には 3分の 1の人口が65歳以上の時代がくるという
超高齢化社会における社会保障の諸問題について考察されている。まさに，
これは21世紀の社会問題である。その場合，著者は，高齢社会の社会保障
のあり方について重要と考える 2点について，提言的に明らかにしている。
1つは，これまでの対象とされていた典型的な労働者世帯の比重が低下し，
夫婦とも働き世帯や，単身世帯，母子世帯や父子世帯，高齢者世帯など多
様化していることから，一家の稼ぎ手に頼って家族の生活保障システムを
職場ベースに構築する従来の社会保障のあり方から，ある程度自治権限が
付与された「小集団方式」社会保険の構築が不可欠であること。 2つは，
この小集団による社会保険の公平な財政基盤を築くためには，思いきった
財政調整を実現しなければならないことである。
著者は，第 1の点を提言するにあたり，国民所得比での日本の社会保障
支出はドイツ，フランスに比べ半分の16.2%にすぎないこと，世界比較す
ると，フランス，旧西ドイツの社会保険中心の社会保障制度と，スエーデ
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ン，イギリスの税方式中心の社会保障制度があるが，後者の場合，スエー
デンでは，厚い社会保障であるのにたいしてイギリスでは薄いこと， した
がって，政治に対する信頼がない状況では，税方式に依存することは危険
であることが指摘される。目的税の導入も考えられるが，年金をカバーで
きず，これについては社会保険しかないこと。しかし，医療と介護の保障
に関しては，目的税方式の方がペターであるが，他面で事業運営の効率性
の追求がますます重要になっていることが指摘される。すなわち，「医療や
介護の支出が増加しその効率的な運営が一層重要になる超高齢社会の社会
保障では，適正規模の保険集団内で，被保険者が負担と給付のあるべき組
み合わせを選択できるようにしていくことは，十分な財源を確保する上で
も，また効率的な事業運営を確保する上でも，決定的に重要である」とい
うのである。
こうして，著者は，組織の能力を最大限引き出す組織形態を生みだす可
能性のあるこの小集団方式の有効性を，政府管掌健康保険と組合管掌健康
保険について，「医療保障適用状況」，「制度別実効給付率」，「制度別1人当
たり医療給付費」，「制度別生涯医療費推移」，被保険者 (55年間）と被扶養
者 (70年間）の「制度別医療費」などの比較を通して分析し論証している。
つぎに，財源調達システムのあり方について検討している。まず，年金
保険と医療保険とでは異なり，老齢年金や退職年金は小集団で運営するこ
とにメリットがなく，保険の統一化が重要であることが指摘される。これ
にたいして，医療や介護の分野ではある程度小規模な組織が望まれるが，
その財源対策としては，高齢者の多く住む地域にも公平に給付されるため
にも，全国的な財政調整システムが必要であり，これまでの社会保険の保
険料中心の財源調達システムを改めなければならないとする。
そのため，著者は， ドイツの社会保険方式による医療保険経営と医療給
付のための比例税を組み合わせた方式を，日本にも適用すべきと主張する。
そうして，ドイツの方式を採用した抜本的社会保険の財源調達システムを，
日本の医療保険に適用するとどうなるかを，いくつかの例をあげて説明し
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ている。そして，結論的に，「医療費の 5割程度を消費税で賄う形にすれば，
保険方式を維持しながら，公平な財政方式をも達成する方法がありうる計
算を示した」としている。
第5章「公的部門における情報化の問題」（岡本哲和）は， 21世紀でも引
き続き注目されるべき情報通信技術の発展が，公的部門の行政業務にどの
ような影響を与えるのか，について考察している。まず，情報化の進展が，
政治や行政のあり方を変容させるという議論が紹介される。アルビン・ト
フラーの，インターネットの普及などの「情報化の進展が間接民主制から
半直接民主制へ移行させる可能性があるとか」，複数の行政サービスを受け
ようとする個人が，これまでは窓口別に別々の申請をしなければならなか
ったのが，電子的手段を用いてサービス受給者の情報を統合管理すること
により，単一の窓口で複数のサービスを受けられるのを可能にするとか，
電子手段の双方向の手段の利用は，時間・場所にとらわれないサービスの
引き渡しが行われる，といったことが論じられたり，アメリカの報告書な
どに記載されてきたことなどが紹介される。著者は，情報技術の発展が従
来の業務や組織のあり方を変えるという見方を「技術決定論」とし，それ
は自動的にそうなるのではないという視点から， 日本の行政における情報
化の進展を分析し，「従来の政府における情報管理体制が情報化の方向を規
定する」という命題を最終節でひきだしている。以下その論理展開を簡単
に紹介しよう。
わが国の情報化推進の背景は，①景気刺激策，②先進国に比較しての立
ち遅れ，③複雑化し高度化する政策課題の解決であるが，行政改革に関す
る各種報告の内容を検討すると， 1960年代から70年代行政改革の目的は，
大型提携業務の合理化であり， 1980年代にはいると政策決定への有効利用
であったことが，明らかにされる。
つぎに， 1995年度を初年度とする行政情報推進基本計画策定以降の，行
政の情報化に関わる具体的措置について，その計画・実施の状況について
検討している。①社会環境からの政府への情報の入力において，申請のペ
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ーパーレス化，帳簿類の電子媒体による保存の容認，ワンストップサービ
ス (1つの手続きで複数の事務手続きを可能にすること）が，一部であれ
行われていること。②政府内部における情報の流通では，省庁横断的な一
元的データベースの開発，霞ヶ関WAN(各省庁間をLANで結ぶ情報交
換），情報の所在を案内するシステムの整備などの措置がとられ，その他郵
政省では電子的決済システムが導入されていること。③政府から社会環境
への情報の出力では，インターネットやパソコン通信， CD-ROMなどを用
いた行政情報の提供，ホームページの開設などである。
最終節で，著者の岡本は，情報化が日本政府の業務に特筆すべき変化を
もたらしているかについて評価するなら，それは否定的評価をせざるを得
ないとしている。なぜなら，縦割行政の構造が情報管理体制にも反映され，
収集から処理，保存およぴ利用に至るまでの行政情報のライフサイクルを
管理する統一的な枠組みが確立されていないからである。著者は，このこ
とから技術決定論に疑問を提示しているが，技術の導人・利用形態は，導
入される組織の政策決定方針，従業員や労働組合が関わる組織の編成方法，
構成員への対価の支払方法などの社会的要因によって規定されることは，
経営学の分野での海外への経営方式の移転に関する研究の知見からすでに
明らかになっていることである。
第6章「大学における意思決定の構造変容と課題ー大学改革の中の大学
自治と外部決定をめぐって一」（岡村達雄）は，大学自治およぴ大学組織の
意思決定を，外部決定と内部決定の相互関係に関わる構造として解明する
こと，さらに大学の大衆化，普遍化の進行のもとで，「大学を高等教育機関
のひとつとして捉え」「システムとしての大学の自治が再定義される必要が
ある」という問題意識から，外部決定としての日本の政府・文部省の大学
政策・立法化・省令化と，大学審議会の設置とそれによる「改革」政策，
さらにそれらに対する内部決定（大学の対応のありかた）について検討し
ている。
著者は，まず戦後大学設覆基準の省令化までの推移，設置認可基準の役
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割を検討し，それらは大学の管理運営上のさまざまなレベルの内部決定に
影響をおよぽしたこと。 1969年の臨時大学立法は，大学の内部決定に決定
的に影響をおよぽす外部決定としてあらわれたこと。さらに， 1973年の筑
波大学関連法案は，教育と研究の分離，副学長制による学長を中心とする
運営組織と評議会への権限集中をもたらし，さらに参与会制と人事委員会
の制度化により教授会自治を解体するように機能し，大学の管理運営，大
学自治に影響をおよぼす外部決定力となったこと。さらに1970年日本私学
振興財団法， 1975年の私学振興助成法， 1984年の臨時定員増なども，各大
学の内部決定に影響を与え，「大学の内部決定としての意思決定が外部決定
のもとにおかれる」ことになっていること，などを指摘する。
1987年の大学審議会の設罹は，大学改革の「手法」として，国家政策レ
ベルでの文部大臣の諮問→大学審議会の答申→法改正→大学レベルでの制
度改革という形式をつくりだしたこと。 1995年の審議会答申「大学運営の
円滑化」では，学長，学部長などによるリーダーシップの発揮，副学長に
よる学長の補佐体制の強化，全学機関および学部教授会の運営の効率化，
学外者の参与など，大学の意思決定への提言がなされたこと。さらにこの
提言を受けて，学校教育施行規則一部改正の省令施行では，教授会はその
議により代議員会などを潰くことができ，代議員会などの決議をもって教
授会の議決とすることができるようになったことが指摘される。著者は，
このあと「外部決定の構造において重要な位置を占める文部省の役割およ
び内部決定を制約する大学の序列階層構造をどのようにするのか，それは
意思決定論にとって無視できない問題である」と主張する。そうして，こ
の章の最後で，「大学は多元的重層的に構造化されている外部決定にたいし
て批判的自立的立場をめざし，内部決定においては意思決定構造の新たな
構築による自治の再定義をめざしていかねばならないだろう」と結んでい
る。
第7章「労働組合運動と経営の民主化」（奥田幸助）は，第二次大戦直後
の占領下における日本の労働組合運動と企業の民主化に焦点をあわせて考
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察している。周知のように，大戦後日本の労働組合は労働三権を獲得し発
展するが，それはアメリカの対日労働政策によることが大きかった。そこ
で，本章では，連合国が対日労働組合への方針として，各種民主的方策が
採用された理由として，アメリカの民主的労使関係が制度派経営学の影響
のもとに生まれたことを明らかにする。すなわち， J. R. コモンズは，
労働組合を結成し交渉する正当性について，財産概念を有形財産から無形
財産に広げ，労働者が用役の提供をさし控えたり労働契約をさし控える権
利がこの無形財産であると主張することによって説明したこと。さらに，
コモンズは，その著『集団行動の経済学』で，資本と労働の力関係に均衡
をもたらす適正性について，団体交渉での衝突を解決する代表制では，で
きるかぎり第三者による仲介を回避し，和解による集団的同意を見つける
ようにしなければならないこと， もしそれでも解決しないときには，使用
者と従業員の代表が入らない産業委員会の設置，を構想していたことが紹
介される。さらに，コモンズが，代表民主制の価値や階級対立の緩和を公
共性に照らして意義づけ解決しようとしていたこと，こうした労使関係の
把握は，「契約自由の原則」，「政府規制最小の原則」として現象し，労使問
題には政府などの第三者機関が介入すべきでないという考え方を広めたこ
と，などが詳細に紹介されている。
しかもこうした思想は， H本の対日労働政策としての極東委員会「日本
労働組合に関する原則」 16項目のうち，労働組合の結成の奨励（第 1条），
労働組合の日本の民主的計画への参加（第7条），行政の労働組合運動への
介入の禁止 (13条），秘密投票による組合役員の選出 (11条）などに具体的
現われているというのである。さらに， 1945年に労働組合法が制定される
が，行政官庁に労働組合への解散命令権を与えていたこと，労働組合自体
の民主的運営の確保に関する規定がないこと，労働委員会に不当労働行為
にたいする審決権を与えていないことなどの弱点があったため， 1949年に
労働組合法が改正されこれが克服されたことが指摘されている。
戦後の民主化は，上記の上からの政策によるだけでなく，下からの運動
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である生産管理闘争も展開され，企業の生産，販売，財務だけでなくトッ
プの経営政策にも従業員が関与したケースも紹介されるが，これは，最終
的にはGHQからの疑念の提示により終息し，経営権へのきり崩しが労使
協議制に受け継がれたことが指摘される。労使協議制は，多くの企業に制
度化されたが，その設立と運営については，労働協約にもとづくこと，労
使が対等の立場にたった協議機関であることが明記された。しかし．労使
協議制は，多くの事項を含んでいたため，経営協議会と団体交渉との関係，
さらに協議会と取締役会や各管理機関との関係が曖昧になる傾向があっ
た。その性格づけに関しては，①経営協議会を団体交渉と区別するため付
議事項を生産領域に限定し労使の協調機関とする考え方と，②経営協議会
を団体交渉や企業の役員会の下部機関として位置付ける考え方の2つがあ
ったことが指摘されている。
最後に， 1947年経済同友会が提唱した「企業経営の民主化」案の内容に
ついて言及されている。この案によれば，企業が．株主・経営者・労働者
三者の協同体．協同有制度としてとらえられ．企業財産の帰属関係は，株
主は出資額にたいする持分権を持つが，増殖分は資本・経営・労働の間に
配分され帰属されることが説明されている。さらに，この案には，株主総
会，経営者総会，労働者総会（労働組合）の各代表（同数）が「企業総会」
を構成し，企業の最高意決定機関の役割を果たすことが規定されているこ
とが紹介され，この内容もアメリカの制度派経営学の影響を受けたもので
あることが指摘されている。
他方，解放体制下の厳しい国際競争に直面し， 1965年経済同友会は「新
しい経営理念」を発表し，「経営者はもっと大胆に利潤を論じ，その獲得に
努力すべき」と主張するようになり，「労働組合は企業にとり込まれ，利潤
追求に協力することを余儀なくされていくことになる」と結んでいる。
最終の 8章「日本企業の現状と展望」（大橋昭一）では，各種の資料に基
づき日本企業の全体像が描かれている。まず，資本金別企業の数を会社形
態ごとに示される。日本の法人企業は全体で．約240万社あり．そのうち株
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式会社が112万社 (47%),有限会社が約 120万社 (51%)であること，資
本金10億以上の大企業が5832社（全体の0.2%),資本金500万未満の企業が
約108万社 (45.2%)あるとしている。資本金 1億以下を中小企業とすれば
全体の98.6%が中小企業であること，証券取引所上場企業が2390社である
ことなどが示される。フォーチュン誌による，世界の大企業50社の収益，
利益，総資産，従業員数を比較し，さらに巨大企業ランキング500社に含ま
れる日本企業の数を1994年から96年の 3年間にわたり，アメリカなど 4ヵ
国と比較して示している。 1996年の日本の数は126社であったのにたいし
て，アメリカ162社， ドイツ41社，フランス42社，イギリス34社であった。
社長の平均年齢について，製造業 (61.7歳），小売業 (58.4歳）ごとに示
し，社長在任期間にについても，製造業 (7.1年），小売業 (13.8年）の全
体およぴ各業種ごとについて示し，製造業では 9年以上の場合業績が良好
で，小売では20年以上の場合に業績や成長性が高いという興味のある事実
を提示している。 トップ・マネジメントの意思決定の特徴をみると，役員
の意見を参考にするもののそうじて社長の影響力が高いこと， しかも社長
中心型の意思決定を採用している企業ほど，好成績を続けていることなど
を，統計に基づいて示している。
従業員の平均年齢と勤続年数は，製造業で38.4歳，平均勤続年数16.0年，
小売業でそれぞれ32.6歳， 10.3年であるが，いずれも高い企業ほど好成績
をあげている。 1995年の統計でも中途採用をする企業の割合が増えている
こと，さらにこの採用比率の高い企業ほど企業成績も良い結果を示してい
るということである。「終身雇用を維持する」と答えた企業は，製造業で33.4
％，小売業で21.0%であったが，「維持することをこだわらない」という企
業は，製造業で8.4%,小売業23.8であった。終身雇用を維持しようとする
企業ほど，企業成績が良かったことも指摘される。
1996年 rn.s年）時点で， 3年前の企業の経営目標として，「主力製品
のシェアの維持・拡大」をあげる企業の割合が36.9%であったのが， 96年
現在では14.6%に減少し， 96年現在で最も多い35.5%の企業が「合理化・
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省力化によるコスト低減」を経営目標としてあげていること，これは特に
鉄鋼，輸送用機械の企業に多いこと，さらに「新製品開発」を目標として
あげる企業の割合は， 3年前は24.7%だったが， 96年現在で26.9%であり，
この目標をあげる企業は，電気機械，化学に多かったことなどが紹介され
る。省力化によるコスト低減の方法としては，「生産システムの改善」，「原
料・部品の調達先の変更」，「人件費の削減」があげられているが，これら
のどちらに重点をおくかは，各産業によって異なる。その他，人件費削減
のためにとられる各方策の順位，財務面では，資本利益率より売上利益率
が重視されていること， しかし石油• 石炭，鉄鋼などでは総資本利益率が
重視されていることなどが統計に基づいて紹介されている。
産業の競争力の強さを比較すると，周知のように電気機械や輸送機械は
強いが，食料品，衣料などは弱く，産業間格差が大きく，さらにサービス
業など非製造業の非貿易産業は，競争力が弱いことなどが指摘される。日
本の製造業と非製造業の労働生産性と資本装備率の格差を，アメリカ， ド
イツとのそれと比較しても日本の格差が大きいことが示され，それが，総
資本利益率の差異となって現われていることを，各産業の1985年から96年
までの時代比較によっても明らかにしている。大企業と中小企業を比較し
ても，中小企業の設備投資は大企業に比べ遅れ，従業員の賃金はもちろん
大企業に比べ低く，人件費比率が高い。だが，資本利益率は大企業のそれ
に比べて低いということはないが，研究開発ための費用については中小企
業は著しく低いことが気になるとしている。大企業は製品革新に関心があ
り，中小企業は工程革新に関心を寄せているというデータも示されている。
最後に，日本的経営の展望について，著者は，その真髄は終身雇用や年
功制といった制度そのものにあるのではなく，集団主義ないし共同体原理
に基づいていることにあるのにたいして，アメリカの企業は，市場原理に
基づき，人間行為が個人の利益追求の観点から行われるという前提に立っ
ていると述べ，著者自身が，第 1章でとりあげた再帰的近代化論の提唱者
のラッシュの主張に言及しつぎのように結んでいる。ラッシュは，「人は，
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……共同体なかに投げ込まれるのではなく，みずからを共同体のなかに投
げ入れるのである。……共同体は，共同体そのものの創造と，……絶え間
のない再創造とを意識的にみずからの課題とするものである」と述べてい
る。したがって，著者によると，日本的経営に関与している人たちは，み
ずからの意思で共同体の中に投げ入れるのであるから，「共同体としての日
本的経営の具体的制度などは，その時々の状況に応じて変化していく，っ
まり再帰化することがおこる」というのである。再帰的近代化により， 21
世紀の日本的経営がどのように変化し再生するのかは，著者だけでなくこ
れを書いている筆者も多大の関心を寄せる研究課題といえるのである。
3. 本書刊行の意義
20世紀最後の年である1999年もこの書評執筆時点で既に約90日が過ぎよ
うとしている。 20世紀はどんな時代であり， 21世紀はどんな時代となるの
か。人間が人間らしく，尊厳をもって生きられる社会であったのか，そう
いう社会になるのか。いま現在，世紀の転換点に立ちこの課題を論じてい
る本書の出版の意義はまことに大きいといえる。しかも本書は，大学，企
業，社会について「近代化」方策のもたらした現代社会の矛盾・混乱とい
った解決すべき諸問題を，人間の英知を信頼し「再帰的近代化」，「再帰性
理論」の視点から摘出し論じていること（第1章と第2章）。さらに， 21世
紀をひかえて，人間のための科学・技術がなしうる「イノベーション」（第
3章），現在解決の方向を見つけ出すことが必須になっている「社会保険」
の将来のあり方（第 4章），これまで論じられることの少なかった「行政部
門の情報化」の推進方向（第5章），高等教育であり続ける「大学の意思決
定」を内部決定と外部決定の両方の視点から分析すべきこと（第6章）， 日
本の「労働組合」の将来のあり方の検討の前提をなすH本の労働組合発生
時点の性格の理論的背景の分析（第 7章），そして現在の日本企業の動向の
全般的分析（第8章），といった諸論点は，いずれをとっても21世紀の日本
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を考えるうえでの貴重な論点を提示しているといえる。その意味でも，本
書は，研究者はもちろん，できるかぎり多くの学生，社会人にも読んでほ
しいものである。
ところで，蛇足であるが，筆者が是非とりあげなければならないと考え
る20世紀の社会の諸論点と21世紀の課題について，ここで若干ふれさせも
らおう。第 1は， 1917年に，人間が人間らしく生きられる社会の実現をめ
ざして，ロシアに社会主義が実現され，東欧，中国などでもその社会制度
が採用されたにもかかわらず， 1989年11月のベルリンの壁の崩壊に象徴さ
れるように，この制度の見直しが行われこれらの国々で市場経済化が進行
している。社会主義が敗北し，資本主義が勝利したのか。本書の第1章4
節で大橋が言及している，「株主資本主義」と「利害関係者資本主義」の違
いを明らかにすることは，各国で行われていた社会主義の何が問題であり，
これまでの資本主義の何が問題であるかを解明する一歩になるかもしれな
し‘
旧゜ソ連およぴユーゴスラピア共和国から独立した国々を含めて，各国の
おかれた社会・経済・文化的背景のもとで， 21世紀の経済体制，経済シス
テムのあり方が探究されなければならない。とくに，日本に目を転じれば，
ミクロ的には企業不祥事が多発し，マクロ的には公共事業優先，政・官癒
着のこれまでのH本の企業・経済システムは，早急に見直され改善されな
ければならず， 21世紀の早い段階で，人間が人間らしくできる社会・経済
システムが創造されなければならない。第2章の岩見が主張する，「新しい
『個体の共生システム』を構想・模索する知的闘い」を，放棄してはなら
ない。
第2は， 1945年8月6日と 9日に広島と長崎に投下された核兵器の製
造・管理の問題である。核抑止力が疑いもなく信じられ，その抑止力が拡
大均衡でしか維持できなかった米・ソ冷戦が終わったとはいえ，核保有大
国とともにいくつかの国も核実験を断行し，人類は核戦争の脅威からまぬ
がれ得てはいない。核戦争からの回避の完全な保障，これも21世紀の早い
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段階で実現されなければならない課題である。このために，政治家だけで
なく，非政府組織など市民の広い活動が重要となろう。
第3に，これこそが緊急の課題であるが，次の世代の人間が人間らしく
生きられるために，地球環境をこれ以上に荒廃させてはならないというこ
とである。二酸化炭索 (CO2)の増大による温暖化現象や酸性雨により，海
洋国での天候異変のもたらすかんばつ，森林や農作物の枯死，砂漠化，海
洋汚染など，痛ましい地球への影響は，遠い海洋小国だけでなく，近所の
河川にもはっきりと見られようになっている。「持続的開発 (sustainable
development)」を地球規模で実践するために，政府・非政府組織の持続的
活動，広範囲の市民の日常的活動が必須となっている。ここでも，地上に
足をつけた連帯のもとでの知的闘いが，ますます重要になっている。
本書『21世紀の大学・企業・社会』は，最近はじまったばかりの20世紀
の総括と21世紀の課題・展望を考えるにあたってのヒントを提供してくれ
る。多くの人が手にされ読まれるることが期待される。
